
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

南部学校給食センターＰＦＩ整備運営事業 
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平成１９年９月２７日 

 

大 垣 市 



 

第１ 事業概要 

 

１ 事業の目的 

大垣市（以下「市」という。）では、昭和４１年５月に南部学校給食センター

を開設し、市内３２小中学校・幼稚園に「衛生的で栄養のバランスがとれた給食」

を提供してきたが、開設以来４１年が経過したことにより施設設備が老朽化、狭

隘化し、効率的な作業動線や最新の衛生管理による対応が困難な状況になってい

るため、市では新たに南部学校給食センター（以下「本施設」という。）を移転

整備することとなった。 
本施設の移転整備の方法としては、「民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律」（平成１１年法律第１１７号。以下「ＰＦＩ法」とい

う。）に基づき、本施設の設計、建設、維持管理及び一部の運営（以下「本事業」

という。）を一貫して民間事業者に委ねることとする。 

本事業の目的は、長期間にわたって安心・安全でおいしい給食の提供や環境に

配慮した良好な施設の維持管理等、長期的な観点での学校給食の質の確保と災害

時における炊き出しや充実した食育指導の実施など、多目的な運用を目指しつつ、

整備コストの縮減をはかることとする。 

 
 
２ 事業内容 

建設場所：大垣市外野３丁目１３番地１、１３番地３、２０番地１ 
敷地面積：７，６４４．２６㎡  
提供食数：１２，０００食／日（最大１３，０００食） 

 
（１）事業方式 
 ＰＦＩ法に基づき、事業者が本施設を設計及び建設し（開設準備行為を含む）、

開設準備期間終了後、本施設の所有権を市に取得させ、本施設の維持管理及び一

部の運営を実施する、ＢＴＯ（Build – Transfer – Operate）方式とする。 
 
（２）事業期間 
設計及び建設期間：平成２０年７月１日から平成２２年３月３１日 
開設準備期間  ：平成２２年４月１日から平成２２年８月３１日 
維持管理期間  ：平成２２年４月１日から平成３７年３月３１日 
運営期間    ：平成２２年９月１日から平成３７年３月３１日 

 
（３）業務範囲 
 ア 本施設の設計及び建設 
 （ア）事前調査 
 （イ）設計（基本設計及び実施設計） 
 （ウ）建設 
 （エ）建設に伴う各種許認可申請等（開発申請含む） 
 （オ）工事監理 
 （カ）調理設備設置 
 （キ）什器備品調達 
 （ク）調理備品調達 



 

 （ケ）近隣対応及び対策 
 （コ）配送車調達 
 （サ）各学校牛乳等保冷庫取替 
 
 イ 本施設の維持管理 
 （ア）建築物定期点検・保守 
 （イ）建築設備定期点検・保守 
 （ウ）調理設備点検・保守 
 （エ）定期清掃 
 （オ）植栽及び外構定期点検・保守 
 （カ）警備 
 （キ）ＨＡＣＣＰ導入及び運用支援 
 （ク）日常修繕 
 （ケ）修繕計画立案 
 （コ）各学校牛乳等保冷庫定期点検・保守 
 （サ）開設準備補助作業 
 
 ウ 本施設の運営 
  学校給食の配送及び回収 
（米飯、牛乳、パン食、デザート類を除く。） 
（配送及び回収とも本施設コンテナ室と各学校配膳室間のみ。配送車維持管理

を含む。） 
 
 エ 本施設の所有権移転に関する業務 
事業者は、市の完成確認後に、本施設の所有権を市に取得させる。 

 
（４）事業者の収入 
 一括支払施設費  
割賦料 
 委託料 
 
第２ 市が直接事業を実施する場合とＰＦＩで実施する場合の評価 

 

１ 評価方法 

（１）本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、事業期間を通じた市の 
財政負担の縮減と公共サービス水準の向上が期待できることを選定の基準 
とした。具体的には、次の点について評価を行った。 
・市の財政負担見込額による定量的評価 
・ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価 
・上記による総合的評価 

 
（２）市の財政負担見込額の算定にあたっては、事業者からの税収についての 
適切な調整を行い、将来の費用と見込まれる財政負担の総額を算出のうえ、 
これを現在価値に換算することにより評価を行った。 



 

２ 市の財政負担見込額による定量的評価 

 

１ 市の財政負担額算定の前提条件 

 
本事業を市が直接実施する場合とＰＦＩ事業として実施する場合の財政負担

額の算定にあたり、設定した主な前提条件は次の表のとおりである。 
なお、これらの前提条件は、市が独自に設定したものであり、実際の応募者の

提案内容を制約するものではない。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【市の財政負担額算定の前提条件表】 
 市が直接実施する場合 ＰＦＩ事業として実施する場合 

財政負担額

の主な内訳 

①本施設の設計及び建設に関する業務費 
②本施設の維持管理に関する業務費 
③本施設の運営に関する業務費 
④開設関連費 
⑤起債償還費 
⑥保険料 
 

①本施設の設計及び建設に関する業務費 
②本施設の維持管理に関する業務費 
③本施設の運営に関する業務費 
④開設関連経費 
⑤アドバイザー費 
⑥起債償還費 
⑦公租公課費 
⑧保険料 

共通の条件 

①事業期間  １５年間 
②敷地面積  ７，６４４．２６㎡ 
③供給能力  １２，０００／日（最大１３，０００食／日） 
④割引率   ４％ 
⑤インフレ率 ０％ 

設計及び建

設に関する

費用 

維持管理に

関する費用 

運営に関す

る費用 

概略の施設計画に基づき、他自治体の学校

給食センターの実績及び近年の物価水準

を勘案して設定 

設計、建設、維持管理及び運営の一括発注

による効率化が図られ、また性能発注によ

って選定事業者の創意工夫が行われるこ

とによるコスト縮減が実現するものとし

て設定 

資金調達に

関する事項 

①国庫補助金 
②一般財源 
③起債 
※近年の動向をふまえ金利設定 
※償還年数２０年（据置２年） 
④合併特例債 

①建設一時金（補助基準額） 
②資本金 
③銀行借入 
※近年の動向をふまえ金利設定 
※借入金償還条件は１５年間の元利均等 
 償還 
④合併特例債 
 



 

２ 算定結果 

 
前掲の前提条件に基づく財政負担を比較すると、以下のとおりとなる。ここで

は、市が直接実施する場合の財政負担額を１００とし、指標により比較する。 
 なお、事業者へ移転するリスクは加味（定量化）していない。この結果、本事

業を市が自ら実施する場合に比べ、ＰＦＩ方式により実施する場合は、事業期間

中の市の財政負担額が１０．３％削減されるものと見込まれる。 
 
【市の財政負担額の比較結果】 

項  目 財政負担額の比較 
市が直接実施する場合 １００．０ 
ＰＦＩ事業として実施する場合 ８９．７ 

 
 
３ ＰＦＩ方式により実施することの定性的評価 

 
 本事業をＰＦＩ方式により実施する場合、市の財政負担削減額の可能性といっ

た定量的評価に加え、次のような定性的な効果が期待できる。 
 
（１）安心・安全でおいしい給食の提供 
 設計、建設、維持管理、配送業務を一括してＰＦＩ事業者に委ねることにより、

事業者が有する専門的知識や技術的能力を最大限に活用することが可能となる。 

 その結果、より衛生的かつ機能的な施設を整備・維持することが可能となり、

現在、配送業務と調理業務を兼務している市調理員は調理業務に専念でき、より

安心・安全でおいしい学校給食の提供が可能となる。 
 
（２）食育指導の充実と災害等緊急時の機能維持 
事業者が有する専門的知識や技術的能力を活用することにより、調理施設見学、

試食会、調理体験等によるより効果的な食育指導の充実と災害等緊急時における

炊き出し機能の向上が可能となる。 

 
（３）サービス水準の向上 
 ＰＦＩ方式を活用した場合には、事業者に設計、建設、維持管理、運営までを

一括して発注するため、設計段階において維持管理、運営を見越した創意工夫を

取り入れることが可能であり、民間事業者の経営能力、技術力等を活用すること

により、より効率的で質の良いサービスの実現が期待できる。 

 
（４）適正なリスク分担による安定した事業運営 
ＰＦＩ方式を導入することで、従来市が負っていた事業リスクを民間事業者と

分担することが可能となり、適正なリスク管理により過度な費用負担を抑制する

ことが可能となる。さらに、民間事業者の能力も活用した適切なリスク管理によ

って、安全性も含めたサービスの質を確保しながら、事業費全体を適切に管理す

ることができる。 

 



 

 
（５）財政支出の平準化 
 本事業に必要な費用を１５年間にわたる維持管理及び運営期間を通じてサー

ビスの対価を毎年一定額支払うことから、財政支出を平準化することが可能とな

る。 

 

 

４ 総合的評価 

 
本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、事業全体を通じて事業者の資

金調達能力や効率的かつ効果的な事業知識、技術を活用することが可能になり、

結果として定量的評価における財政負担の縮減が１０．３％と定性的評価に提示

した様々な効果が期待できる。 
以上により、本事業を特定事業として実施することが適当と認められるため、

ここにＰＦＩ法第６条に基づく特定事業として選定する。 
 
 


